
産前・産後ケア事業等の見直しについて（報告）

【子ども・子育て支援事業計画上の位置づけ】

○基本方針Ⅰ 安心・安全な妊娠・出産・子育て支援の推進

○施策② 特別な配慮を要する家庭への支援強化

○主な取り組み ハイリスク妊産婦等への支援（21 ページ）

【母子保健法の改定】

産後ケア事業が母子保健法に努力義務として位置づけられた（令和 3年 4月 1日施行）

「産後ケアを必要とする出産後１年を経過しない女子及び乳児に対して、心身のケアや育児のサポート等（産

後ケア）を行い、産後安心して子育てができるように確保するもの」

【産前・産後ケア事業のメニューの変更について】

ハイリスク妊産婦等への支援の事業概要に記載されている産前・産後ケア事業のメニューについて令和４年度よ

り一部変更予定

①産後ケア訪問の追加（新規）

目的：対象者の居宅において、助産師等が中心となり、心身の回復を促進し、セルフケア能力を育むとともに

に母子愛着形成を促し、母子とその家族が健やかな育児ができるように支援をする

内容：お母さんへの授乳相談、乳房ケア、赤ちゃんの健康チェック、沐浴（指導含む）等

対象：産後１年以内（2 回まで）

②ショートステイの委託事業者の追加

令和 3年度まで委託事業者が 1つだったが、利便性向上のため令和 4年度 1事業者追加予定
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